
平成１６年（ネ）第２３２７号　著作権侵害差止等請求控訴事件（原審・東京地方
裁判所平成１５年（ワ）第２８５号）（平成１６年１２月２２日口頭弁論終結）
　　　　　　　　　　判　　　　　　　　　　決
　　　　　　　控訴人　　　　　　　　株式会社リクルート
　　　　　　　訴訟代理人弁護士　　　竹田　稔
　　　　　　　同　　　　　　　　　　末吉　亙
　　　　　　　同　　　　　　　　　　飯塚卓也
　　　　　　　同　　　　　　　　　　川田　篤
　　　　　　　同　　　　　　　　　　藤本知哉
　　　　　　　同　　　　　　　　　　高橋元弘
　　　　　　　被控訴人　　　　　　　株式会社プロトコーポレーション
　　　　　　　訴訟代理人弁護士　　　辻巻　真
　　　　　　　同　　　　　　　　　　辻巻淑子
　　　　　　　同　　　　　　　　　　辻巻健太
　　　　　　　同　　　　　　　　　　立松直樹
　　　　　　　同　　　　　　　　　　岩田香織
　　　　　　　同　　　　　　　　　　服部由美
　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　　文
　　　　　　控訴人の本件控訴及び当審における請求をいずれも棄却する。
　　　　　　当審における訴訟費用は控訴人の負担とする。
　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　控訴の趣旨
　１　原判決を取り消す。
  ２　被控訴人は，別紙アイコン一覧表目録１記載のアイコン一覧表を掲載した情
報誌を製作，印刷，製本，発売又は頒布してはならない。
  ３　被控訴人は，別紙アイコン一覧表目録２記載のアイコン一覧表を掲載した情
報誌を製作，印刷，製本，発売又は頒布してはならない。
  ４　被控訴人は，別紙雑誌目録１（１）ないし（２４），同目録２（１）ないし
（１９）及び同目録３（１）ないし（１９）記載の雑誌及びそれらの半製品並びに
これに関する印刷用紙型，亜鉛板，フィルム，版下など印刷用の原版を廃棄せよ。
  ５　被控訴人は，控訴人に対し，１３８０万円及びこれに対する平成１５年１月
２５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ６　訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。
  ７　仮執行宣言
第２　事案の概要
    　控訴人は，各種学校等（以下「スクール」という。）及びその講座内容等の
情報を掲載した情報誌「ケイコとマナブ」（以下「控訴人情報誌」といい，その首
都圏版，関西版及び東海版を総称して「控訴人各情報誌」という。）を編集，発行
しており，被控訴人は，これと同様の情報を掲載した情報誌「ヴィー・スクール」
（以下「被控訴人情報誌」といい，その首都圏版，関西版及び東海版を総称して
「被控訴人各情報誌」という。）を編集，発行している。
    　控訴人は，原審において，被控訴人に対し，(1)被控訴人による被控訴人各情
報誌の編集，発行は，①控訴人各情報誌平成１４年４月号のモノクロで印刷され，
広告主から出稿されたスクール情報及び講座情報が掲載された広告記事が分類，配
列されて掲載されている部分（以下「分野別モノクロ情報ページ」という。），②
同分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセル，③同「学べる内容から探
せるスーパーＩＮＤＥＸ」（以下「スーパーインデックス」という。），④同スー
パーインデックスの大分類・小分類表示，⑤同「通学アイコン一覧表」（原判決別
紙「原告通学アイコン一覧表」記載のもの，以下「控訴人通学アイコン一覧表」と
いう。）及び⑥同「通信アイコン一覧表」（原判決別紙「原告通信アイコン一覧
表」記載のもの）の各編集著作権を侵害すると主張して，原判決別紙情報誌目録１
～６記載の被控訴人各情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止めを，(2)控
訴人通学アイコン一覧表の編集著作権に基づき，原判決別紙アイコン一覧表目録１
記載のアイコン一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止
めを，(3)控訴人情報誌東海版，首都圏版及び関西版平成１４年４月号の通信アイコ
ン一覧表の編集著作権に基づき，原判決別紙アイコン一覧表目録２記載のアイコン
一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止めを，(4)控訴人
情報誌東海版，首都圏版及び関西版同月号の分野別モノクロ情報ページ及びスーパ



ーインデックスの編集著作権並びに上記控訴人通学アイコン一覧表及び通信アイコ
ン一覧表の編集著作権に基づき，原判決別紙雑誌目録１（１）ないし（１５），同
目録２（１）ないし（１０）及び同目録３（１）ないし（１０）記載の雑誌及びそ
れらの半製品並びにこれに関する印刷用紙型，亜鉛版，フィルム，版下などの印刷
用の原版の廃棄を求めるとともに，(5)主位的に，上記各編集著作権の侵害に基づ
き，予備的に，被控訴人による被控訴人各情報誌の編集，発行は不法行為に当たる
と主張して，民法７０９条に基づき，損害賠償として，１３８０万円及びこれに対
する附帯金員の支払を求めた。
    　原判決は，上記(1)①は，個々の具体的な広告記事を素材としてとらえた場合
には，編集著作物に該当するが，被控訴人各情報誌は，控訴人の編集著作権を侵害
するものではなく，上記(1)①～④の編集体系自体，⑤及び⑥は，編集著作物という
ことはできず，また，被控訴人に不法行為に該当する行為も認められないとして，
控訴人の請求をいずれも棄却した。
    　控訴人は，当審において，原判決別紙情報誌目録１～６記載の各情報誌の製
作，印刷，製本，発売及び頒布の差止請求に係る訴えの取下げ並びに著作権侵害を
主張する控訴人各情報誌の著作物及び被控訴人情報誌の著作物の一部変更を伴う請
求の追加，交換的変更及び減縮をした上，被控訴人に対し，①控訴人通学アイコン
一覧表の編集著作権に基づき，本判決別紙アイコン一覧表目録１記載のアイコン一
覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め（控訴の趣旨
２）を，②控訴人情報誌首都圏版及び関西版平成１４年６月号の通信アイコン一覧
表（本判決別紙「原告通信アイコン一覧表」記載のもの，以下「控訴人通信アイコ
ン一覧表」という。）の編集著作権に基づき，本判決別紙アイコン一覧表目録２記
載のアイコン一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め
（同３）を，③控訴人情報誌東海版同年４月号の分野別モノクロ情報ページ及びス
ーパーインデックスの編集著作権並びに上記控訴人通学アイコン一覧表及び控訴人
通信アイコン一覧表の編集著作権に基づき，別紙雑誌目録１（１）ないし（２
４），同目録２（１）ないし（１９）及び同目録３（１）ないし（１９）記
載の雑誌及びそれらの半製品並びにこれに関する印刷用紙型，亜鉛板，フィルム，
版下など印刷用の原版の廃棄（同４）を求めるとともに，④主位的に，上記各編集
著作権の侵害に基づき，予備的に，被控訴人による被控訴人各情報誌の編集，発行
は不法行為に当たると主張して，民法７０９条に基づき，損害賠償として，１３８
０万円及びこれに対する附帯金員の支払（同５）を求めている。
　１　前提となる事実
    (1) 控訴人は，控訴人各情報誌のほか，「就職ジャーナル」，「Ｂ－ｉｎｇ
（ビーイング）」，「とらばーゆ」，「ガテン」，「フロムエー」，「仕事の教
室」，「住宅情報」，「住宅情報賃貸版」，「ＡＢ・ＲＯＡＤ（エイビーロー
ド）」，「じゃらん」，「カーセンサー」，「ゼクシィ」等の情報誌の発行及びＷ
ｅｂサイト「ＩＳＩＺＥ（イサイズ）」（以下「控訴人サイト」という。）等のイ
ンターネットによる情報提供サービスを行っており，被控訴人は，被控訴人各情報
誌等の図書，新聞，一般印刷物の印刷及び販売並びに広告宣伝業務等を行ってい
る。
    (2) 控訴人は，平成２年２月７日，趣味や仕事等の様々な分野にわたるスクー
ル情報（スクールの名称，所在地等の情報をいい，以下「スクール情報」とい
う。）及びその講座情報（スクールの講座内容，日時，費用等の情報をいい，以下
「講座情報」といい，「スクール情報」と併せて「スクール・講座情報」とい
う。）等を編集，収録した月刊誌として，控訴人情報誌を創刊し，平成５年３月２
日に控訴人情報誌関西版を，平成７年３月２日に控訴人情報誌東海版を順次創刊
し，現在，控訴人各情報誌のほか，控訴人情報誌北海道版及び控訴人情報誌九州版
を，毎月発行している。
      ア　控訴人各情報誌には，モノクロで印刷され，控訴人の広告主から出稿さ
れたスクール・講座情報が掲載された広告記事が分類，配列されて掲載されている
分野別モノクロ情報ページがある。分野別モノクロ情報ページに掲載される通学講
座の広告記事は，①スクール名，②住所，③最寄駅，④スクールの特徴を示すアイ
コン（「スクール別便利ポイント」），⑤講座内容を表す分類指標（以下「カプセ
ル」という。），⑥講座の特徴を示すアイコン（開講時間，受講制度，レベル，講
師に関する事項等，講座・コース独自の特長及びメリットに関する「特長アイコ
ン」〔以下「特長アイコン」という。〕と，受講料の支払方法及び割引に関する特
長及びメリットに関する「○得情報アイコン」〔以下「○得情報アイコン」とい



う。〕がある。），⑦資料請求番号，⑧コース名，⑨講座開講日時・費用，⑩入学
金・受講料の割引を示すマーク，⑪コース内容，⑫スクール情報，⑬地図，⑭交通
案内及びフリースペースから構成され，各要素の配置場所は，定型的に決められて
いる。
      イ　また，控訴人各情報誌の通信講座の広告記事は，①カプセル，②費用，
③標準期間，④講座名，⑤資料請求番号，⑥講座のポイント，⑦講座の内容，⑧添
削回数等，⑨特長アイコン・○得情報アイコンの表示（「ここに注目！」欄），⑩
教材紹介，⑪スクール名，⑫写真，⑬受講のポイントや体験談の掲載欄，⑭プロフ
ァイルカプセル等から構成され，各要素の配置場所は，定型的に決められている。
      ウ　さらに，控訴人各情報誌には，スーパーインデックス，通学アイコン一
覧表及び通信アイコン一覧表が掲載されている。
    (3) 被控訴人は，平成１４年８月２６日，スクール・講座情報等を掲載した月
刊誌として，被控訴人情報誌東海版を創刊し，その後，平成１５年１月２５日に被
控訴人情報誌首都圏版及び被控訴人情報誌関西版を創刊し，現在，被控訴人各情報
誌を，毎月発行している。
　　　ア　被控訴人各情報誌には，被控訴人の広告主から出稿されたスクール・講
座情報が掲載された広告記事が分類，配列されて掲載されている部分（以下「カテ
ゴリー別スクール情報ページ」という。）がある。カテゴリー別スクール情報ペー
ジに掲載される通学講座の広告記事は，①スクール名，②住所，③最寄駅，④スク
ールの特徴を示すアイコン（「おすすめチェック」），⑤カプセル，⑥講座の特徴
を示すアイコン（「講座選びのポイント」，「○得ポイント」），⑦資料請求番
号，⑧コース名，⑨講座開講日時・費用，⑩入学金・受講料の割引を示すマーク，
⑪コース内容，⑫スクール情報，⑬地図，⑭交通案内及びフリースペースからな
る。
　　　イ　また，被控訴人各情報誌の通信講座の広告記事は，①カプセル，②費
用，③標準期間，④講座名，⑤資料請求番号，⑥講座のポイント，⑦講座の内容，
⑧添削回数等，⑨通信講座情報アイコン・通信講座情報とくとくアイコンの表示
（「Ｃｈｅｃｋ」），⑩教材紹介，⑪スクール名，⑫写真，⑬受講のポイントや体
験談の掲載欄，⑭プロファイルカプセル等からなる。
　　　ウ　さらに，被控訴人各情報誌には，カテゴリー別インデックス，「Ｖｅｅ
Ｓｃｈｏｏｌ　スクール情報の見方・読み方・使い方」の「Ｖｅｅ　Ｓｃｈｏｏｌ
ならスクールの各種サービスや講座特典の魅力が一目でわかる！」と題する一覧表
（以下「被控訴人通学アイコン一覧表」という。），「通信講座情報アイコン一
覧」及び「通信講座情報トクトクアイコン一覧」（以下，併せて「被控訴人通信ア
イコン一覧表」という。）が掲載されいている。
　２　控訴人の主張
　２－１　訴えの変更に対する異議について
    　控訴人は，当審において，著作権侵害を主張する控訴人各情報誌の著作物及
び被控訴人情報誌の著作物の一部変更を伴う訴えの追加的，交換的変更をしたが，
訴え変更に係る請求は，当初の請求と請求の基礎が同一であり，かつ，著しく訴訟
手続を遅滞させるものではない。
　２－２　著作権侵害及び不法行為の成否
    (1) 各著作物の編集著作物該当性及び被控訴人による著作権侵害
    (1-1) 分野別モノクロ情報ページ
　　　ア　分野別モノクロ情報ページの編集著作物該当性
　　　　(ｱ) 控訴人各情報誌が掲載対象とするスクール・講座情報は，多種多様で
あるため，読者が興味を持つスクール・講座情報を容易に検索するには，平成２年
の控訴人情報誌創刊前，一定の分類，配列方針を定める必要があったが，スクー
ル・講座情報を掲載する雑誌ないしこれに類する媒体やその他参考とすべきもの
は，一切存在しなかった。そこで，控訴人は，スクール・講座情報の分類，配列方
針を独自に定め，上記創刊当初から工夫を凝らした結果，控訴人情報誌東海版平成
１４年４月号（甲１２。なお，甲５４は，その通学アイコン一覧表，甲６６は，そ
の分野別モノクロ情報ページ，甲６８は，そのスーパーインデックスである。以
下，書証番号は，甲１２のみを付記する。）のスクール・講座情報の分類，配列方
針は，概略次のようなものとなっている。
          ａ　多数の講座内容を表す分類指標としてカプセルを設定（控訴人情報
誌東海版平成１４年４月号におけるカプセルの種類は８６６である。）する。カプ
セルは，①読者の視点から，詳細になりすぎず，かつ，概括的になりすぎないよう



に細分化し，②カプセルの表記は，社会的に浸透している言葉を選び，③カプセル
の文言は，商標権侵害とならないようにし，④読者保護の観点から不相当な表記で
ないかをチェックして，選定する。
          ｂ　カプセルを一定の方針に従い，ツメ見出しごとに分類（控訴人各情
報誌平成１４年４月号におけるツメ見出しの種類は１９である。）し，ツメ見出し
の設定に当たっては，読者ニーズに配慮しつつ，収録される情報量に偏りが出ない
よう，ツメをできるだけ細分化する。受注したスクール広告は，当該講座がカプセ
ルのいずれに該当するかにつき判断し，当該カプセルが分類されるツメ見出しに合
わせて配列し，分野別モノクロ情報ページに掲載する。
    　　　　上記ａ，ｂのように，控訴人各情報誌の分野別モノクロ情報ページに
おいては，あらかじめスクール・講座情報を分類，配列する体系を設定し，スクー
ル・講座情報をその体系に沿って，分野別モノクロ情報ページに分類，配列すると
いった一連の過程に，創作的行為が含まれている。このように設定されたツメ見出
しとカプセルによる分類，配列体系は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号に採
用され，当該地域での広告主から受注したスクール・講座情報を，当該分類，配列
体系に基づいて，各分野別モノクロ情報ページにおいて分類，配列している。
　　　　　　したがって，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ
情報ページは，そのスクール・講座情報の分類，配列に創作性があり，素材をスク
ール・講座情報とする編集著作物として，著作権法上の保護を受けるものというべ
きであり，かつ，素材を分類，配列体系の項目である「学ぶ内容」とする編集著作
物として，著作権法上の保護を受けるものというべきである。
　　　　(ｲ) 編集体系を構成する個々の分類項目は，著作権法１２条１項の素材と
いうことができる。著作権法は，著作権として複製権のみならず翻案権も認めてお
り，具体的表現でない内面的な表現も保護範囲に含まれることを認めているから，
その保護範囲は，外面的な表現のみに限定されるものではなく，内面的な領域まで
及んでいる。この理は，編集著作物においても妥当し，編集著作物においても翻案
権が認められている以上，編集著作物の表現も編集物の内面的な領域にまで及ぶこ
ととなる。
　　　　　　表現という基準は，規範的なものであり，編集著作物の編集体系であ
っても，それが内面的・抽象的であるというだけで直ちに表現ではないとして保護
対象から除外することは許されない。著作権法は，「著作者等の権利の保護を図
り，もって文化の発展に寄与することを目的とする」（同法１条）ところ，文化の
世界は，特許法の規律する技術の世界とは異なり，多様性の世界であるから，著作
権法は，特許法のようにその保護要件として新規性や進歩性を要求することなく，
創作者各自が，自らの個性や独自性を発揮し，多様な表現を生み出すことを要請し
ている。したがって，著作権の保護をどこまで認めるべきかは，著作権法の目的か
ら，どのような創作活動にインセンティブを与えることが，結果として作品の豊富
化，多様化を促進することになるかという観点から決せられるべきこととなり，こ
のような観点からすると，著作権法における表現とは，創作者の個性，多様性が発
揮される領域，すなわち，創作の幅のある領域ということができ，これを編集著作
物に当てはめると，具体的・外形的に印刷されていない編集体系であっても，選択
又は配列の幅のある領域に属するものであれば，内面的・抽象的な編集
体系であっても，表現として保護される。そして，編集著作物における表現は，素
材の選択又は配列によって構成されるから，編集著作物の表現（保護範囲）を形作
る選択又は配列の対象となる素材も，編集著作物の外面的表現を構成する生の具体
的な素材（本件でいうスクール・講座情報）に限られず，編集物の内面的な構成要
素も，それが当該編集物の創作過程において編集者（著作者）の積極的な選択又は
配列の対象となっている限り，素材としてとらえることができる。編集物の創作過
程において，編集者が積極的に選択又は配列の対象とするのは，編集物の外面的表
現を構成する生の素材に限られず，編集者が選択又は配列を行う際にどのような要
素に着目するかは，編集物によって大きく異なっている。情報誌の編集物において
は，素材の持つ巧拙や表現の独創性よりも，むしろ，各記事が取り扱う出来事やテ
ーマの話題性・テーマ性に着目して，素材の選択又は配列が行われ，このような場
合における素材は，出来事やテーマという，より抽象的なレベルでとらえることが
でき，ある編集著作物を構成する素材を，どのレベルまで抽象化してとらえること
ができるかは，編集者が，実際に何に着目して編集活動を行ったかと
いう観点から決せられなければならない。殊に，その素材の表現自体が代替的であ
る事実的編集物の編集著作物及びその著作権の範囲をとらえるに当たっては，生の



事実にとどまらず，より抽象化したレベルでとらえることが可能であるから，情報
誌のような編集著作物において，編集体系を表現としてとらえれば，その編集体系
を構成する抽象的な分類項目のような要素は，それ自体が素材として位置付けられ
る。
　　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノクロ情
報ページ（１０６頁～２３４頁）においては，大分類としてのツメ見出しの設定，
小分類としてのカプセルの設定，及び大分類・小分類を関連付けるという手法によ
り，その体系を構築しており，スーパーインデックス（７８頁～８５頁）において
も，同様の体系を構築しているが，このような大分類，小分類及びその関連付けに
より構築される編集体系は，その選択配列の幅が非常に広く，他方，受注する広告
のスクール・講座情報の配列は，受注した以上，原則として掲載しなければならな
いので，選択の幅はなく，あらかじめ詳細に設定された編集体系に従って，自動
的，機械的に配列されるので，配列に幅があるとはいい難い。したがって，事実的
編集物である控訴人各情報誌において，選択，配列に幅のある部分は，編集体系で
あり，それが表現としてとらえられ，その編集体系を構成する分類項目が，素材と
なるというべきである。
      イ　被控訴人による著作権侵害
        (ｱ) 事実的編集物である控訴人各情報誌において，選択，配列に幅のある
編集体系を表現としてとらえ，その編集体系を構成する分類項目を素材としてとら
えた場合，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノクロ情報
ページ（１０６頁～２３４頁）において，ツメ見出しとカプセルによる分類配列体
系が表現であり，これを構成する学ぶ内容（カプセルあるいは小分類とイコールと
なるものである。）が素材となるものである。そして，素材を，抽象的に学ぶ内容
としてとらえれば，別のスクールの講座や同一スクールの別講座であっても，学ぶ
内容が同じであれば，同一の素材として認識されるから，控訴人情報誌東海版平成
１４年４月号の分野別モノクロ情報ページにおける編集著作物の著作権が侵害され
ているか否かは，同一スクールの同一講座で比較するのではなく，同じ学ぶ内容
が，同じカプセル（小分類），ツメ見出し（大分類）に分類，配列されているかを
判断すれば足り，スクール・講座情報の具体的な表現や詳細な内容はもとより，当
該講座が開講されているスクールや具体的な講座名が一致している必要はなく，ま
た，控訴人情報誌と被控訴人情報誌の各号の対応関係も必要ないという
べきである。
        (ｲ) 控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノクロ情
報ページ（１０６頁～２３４頁）と被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ない
し同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の１７３頁
～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）について，
分野別モノクロ情報ページにおいて分類，配列されているスクール・講座情報の種
類，すなわち，カプセル名に標記されている学ぶ内容の種類とカテゴリー別スクー
ル情報ページに掲載されている学ぶ内容であるスクール・講座情報を比較すると，
その多くが一致し，かつ，その分類，配列も一致するのであって，被控訴人各情報
誌のカテゴリー別スクール情報ページの当該一致部分において，控訴人情報誌東海
版平成１４年４月号の分野別モノクロ情報ページの編集著作物の創作性は，十分表
現され，その創作的な表現が再製されている。上記各被控訴人情報誌のカテゴリー
別スクール情報ページにおいては，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別
モノクロ情報ページに掲載されていない学ぶ内容及びそれに対応する小分類（カプ
セル）があるが，当該不一致部分に被控訴人の創作性はない。
        　　したがって，被控訴人が，カテゴリー別スクール情報ページを掲載し
た被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号を編集，発行した
行為は，控訴人の編集著作物の複製権を侵害する。
        (ｳ) 仮に，上記各被控訴人情報誌のカテゴリー別スクール情報ページ部分
において，スクール・講座情報の分類，配列に被控訴人の創作性があるとしても，
上記一致部分において控訴人の編集著作物の表現上の本質的特徴を感得することが
できるから，被控訴人が，カテゴリー別スクール情報ページを掲載した被控訴人各
情報誌を編集，発行する行為は，控訴人の翻案権を侵害しているというべきであ
る。
        (ｴ) また，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノ
クロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）における素材が，特定のスクール講座の広
告記事であるとしても，そこに掲載される広告の広告主と，被控訴人情報誌東海版



各号のカテゴリー別スクール情報ページに掲載される広告の広告主は，多くが一致
し，当該広告に係る分類も一致するから，重複する範囲で控訴人の編集著作物を再
製しているということができる。被控訴人が，被控訴人情報誌東海版の対象とする
地域を，控訴人情報誌東海版と同一の東海地方に設定していること，控訴人情報誌
東海版と被控訴人情報誌東海版に共通する広告主が非常に多く，当該地方における
スクールの存在を調査する資料が控訴人情報誌東海版以外にはほとんど存在しない
ことに照らせば，被控訴人は，控訴人情報誌東海版に掲載されている広告主を見
て，その広告主を対象に営業を行っていることは明らかであるから，素材であるス
クール・講座情報に関する依拠性も明らかである。
        　したがって，素材を上記のように具体的にとらえたとしても，被控訴人
情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別
スクール情報ページ（甲１の１７３頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲
３の１２５頁～１９９頁）は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノ
クロ情報ページの著作権を侵害しているというべきである。
    (1-2) 分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセル
      ア　ツメ見出し・カプセルの編集著作物該当性
        　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）においては，毎号その
講座情報が入れ替わるにもかかわらず，同一の利便性を維持する必要性から，あら
かじめ当該情報の分類，配列体系を詳細かつ具体的に設定し，この分類，配列体系
は，控訴人各情報誌の分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し，カプセルとして
それぞれ表現され，それ自体，独立の編集著作物として保護される得る性質を備え
ており，上記(1-1)アの見解に立てば，素材であるカプセルを分類，配列するツメ見
出しを設定する一連の行為に創作性を認めることができるから，上記ツメ見出し・
カプセルの分類，配列体系は，全体として編集著作物に該当するというべきであ
り，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ情報ページ中のツメ見
出し・カプセルは，編集著作物として著作権法上の保護を受けるものというべきで
ある。
      イ　被控訴人による著作権侵害
　　　　(ｱ) ツメ見出し・カプセルの分類，配列体系を編集著作物としてとらえれ
ば，著作権侵害の判断においては，控訴人情報誌と被控訴人情報誌の各号の対応関
係は必要ないというべきである。
          　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノクロ情
報ページ（１０６頁～２３４頁）の小分類であるカプセルと被控訴人情報誌東海版
平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報
ページ（甲１の１７３頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁
～１９９頁）の学ぶ内容を示す分類について比較すると，その多くが，大分類（ツ
メ見出し）による分類に至るまで一致するのであって，上記各被控訴人情報誌のカ
テゴリー別スクール情報ページに掲載される小分類と大分類（ツメ見出し）の当該
一致部分において，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ情報ペ
ージにおけるツメ見出し・カプセルの編集著作物の創作性は，十分表現され，その
創作的な表現が再製されている。上記各被控訴人情報誌のカテゴリー別スクール情
報ページの小分類には，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ情
報ページにない小分類（カプセル）があるが，当該不一致部分に被控訴人の創作性
はない。
  　　　　　したがって，被控訴人が，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号
ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の１７
３頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）におい
て，小分類・大分類を表示した被控訴人各情報誌各号を編集，発行した行為は，控
訴人各情報誌のツメ見出し・カプセルの編集著作物についての控訴人の複製権を侵
害する。
        (ｲ) 仮に，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号
（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の１７３頁～２６７頁，甲
２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）に掲載されている小分類に
おいて，講座情報の分類・配列に被控訴人の創作性があるとしても，上記一致部分
において控訴人の編集著作物の表現上の本質的特徴を感得することができるから，
被控訴人が，上記各被控訴人情報誌のカテゴリー別スクール情報ページにおいて，
小分類・大分類を表示した被控訴人各情報誌各号を編集，発行した行為は，控訴人
の翻案権を侵害しているというべきである。



    (1-3) スーパーインデックス
　　　ア　スーパーインデックスの編集著作物該当性
        　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）には，スーパーインデ
ックス（７８頁～８５頁）が掲載され，スーパーインデックスにおいては，読者が
常設ツメ及び特集ツメに収録されている講座情報を比較検討し，かつ，容易にその
掲載ページを検索できるようにするため，スクール・講座情報を，次のような工夫
により，分類，配列して，掲載している。
        (ｱ) 平成２年以来，控訴人各情報誌に掲載されたスクール・講座の広告記
事及びそれらを分類する指標である小分類（カプセル）にどのような種類があるの
かを，広く調査する。
        (ｲ) 収集した広告記事に対応する講座内容を示す指標である小分類は，小
分類を読者の視点から，詳細になりすぎず，かつ概括的になりすぎないよう細分化
し，小分類の表記は，社会的に浸透している言葉を選び，小分類の文言が商標権侵
害とならない言葉で表現し，読者保護の観点から不相当な表記でないかをチェック
する等の観点から，種類を限定する。
        (ｳ) 上記(ｲ)で取捨選択した小分類を基に，それらをまとめる大分類（絶対
分野）を設定する。大分類の設定に当たっては，読者のニーズに配慮しつつ，ツメ
見出しよりも細分化し，検索の利便性を追求する。
        (ｴ) 上記(ｳ)で設定した分類の体系を基に，控訴人情報誌東海版平成１４年
４月号（甲１２）以降に掲載される各スクールの有する講座の内容に応じて小分類
を割り当てるとともに，当該小分類を割り当てた講座を有するスクール名を小分類
名下に記載する。さらに，大分類名下に，当該小分類名を記載してインデックスを
作成する。
        　上記(1-1)アの見解に立てば，素材である分類項目を分類，配列する一連
の行為に創作性を認めることができるから，大分類・小分類による分類，配列体系
は，全体として編集著作物に該当するというべきであり，控訴人情報誌東海版平成
１４年４月号のスーパーインデックスは，編集著作物として著作権法上の保護を受
けるものというべきである。
      イ　被控訴人による著作権侵害
　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）の編集著作権が侵害されているかどうかは，編集著作物の性
質から，同一スクール名が同じ小分類と大分類に分類，配列されているかどうかを
判断すれば足りるというべきである。
        　そこで，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックス
と被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカ
テゴリー別インデックス（甲１の１００頁～１０７頁，甲２の８４頁～８９頁，甲
６９の３の８２頁～８６頁〔同頁は甲３には欠落〕）を比較すると，表示されてい
るスクール名はその多くが一致しており，その大分類・小分類の一致率も高く，上
記各被控訴人情報誌のカテゴリー別インデックスの当該一致部分において，控訴人
情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの編集著作物を再製してい
ると評価できる。また，被控訴人は，控訴人情報誌東海版に掲載されている広告主
を見て，その広告主を対象に営業を行っていることは明らかであるから，素材であ
るスクール・講座情報に関する依拠性も明らかである。
        　したがって，被控訴人が，カテゴリー別インデックスを表示した被控訴
人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号を編集，発行した行為は，
控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの編集著作物につい
ての控訴人の複製権又は翻案権を侵害する。
    (1-4) スーパーインデックスの大分類・小分類表示
　　　ア　スーパーインデックスの大分類・小分類表示の編集著作物該当性
        　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）においては，広告主からの受注を行う前に，あらかじめ詳細
かつ具体的に大分類・小分類による分類，配列体系を構築し，毎号，その情報が入
れ替わるにもかかわらず，講座情報の掲載がある限り，その同一性を維持してお
り，当該分類，配列体系を構築する行為に創作性を認めることができるから，スー
パーインデックスの大分類・小分類表示は，全体として編集著作物に該当するとい
うべきであり，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの大
分類・小分類表示は，編集著作物として著作権法上の保護を受けるものというべき
である。



      イ　被控訴人による著作権侵害
　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）の大分類・小分類表示を編集著作物としてとらえれば，著作
権侵害の判断においては，被控訴人各情報誌のカテゴリー別インデックスにおい
て，同じ大分類・小分類が再製されていれば，上記著作物の著作権侵害であると判
断でき，控訴人情報誌と被控訴人情報誌の各号の対応関係は必要ないというべきで
ある。
　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスに表現さ
れている小分類と被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号
（甲１～３）のカテゴリー別インデックス（甲１の１００頁～１０７頁，甲２の８
４頁～８９頁，甲６９の３の８２頁～８６頁）に表現されている学ぶ内容を示す分
類を比較すると，その多くが大分類による分類に至るまで一致する。上記各被控訴
人情報誌のカテゴリー別インデックスの当該一致部分において，控訴人情報誌東海
版平成１４年４月号のスーパーインデックスの大分類・小分類表示の編集著作物を
再製していると評価できる。上記各被控訴人情報誌のカテゴリー別インデックスに
おいては，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスに掲載さ
れていない小分類があるが，当該不一致部分に被控訴人の創作性はない。また，上
記の類似性及び控訴人各情報誌の創刊以前にこれと同一の又はこれに類する情報媒
体は存在しなかったことからすれば，依拠性も明らかである。
        　したがって，被控訴人が，カテゴリー別インデックスを表示した被控訴
人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号を編集，発行した行為は，
控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの大分類・小分類表
示の編集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害する。
    (1-5) 控訴人通学アイコン一覧表
　　　ア　控訴人通学アイコン一覧表の編集著作物該当性
  　　　　控訴人は，平成１４年４月号からの控訴人各情報誌の誌面構成の刷新に
際し，控訴人各情報誌の読者が一目りょう然に各スクール・講座の特徴を把握し，
容易にスクール・講座情報を比較できるようにすることを目的として，スクール・
講座情報にスクールの特色や講座の特色を付記することとし，そのために，あらか
じめ読者に関心の高い情報の類型をアイコンとして選択し分類した控訴人通学アイ
コン一覧表及び控訴人通信アイコン一覧表を作成することとした。
  　　　　平成１３年１月ころ，控訴人各情報誌の編集担当者は，①過去３年分の
控訴人情報誌首都圏版の広告記事のすべて，②創刊以来控訴人各情報誌に添付され
ていた読者アンケートはがきのフリーコメント欄に記載された読者の回答，③控訴
人において年２回行った読者調査の結果報告書を基に，各スクールのセールスポイ
ントや特徴と考えられる情報を抽出してまとめたところ，全部で８３１種類に上っ
た。控訴人各情報誌の編集担当者は，約２か月間にわたり検討を重ね，①スクー
ル・講座に関する控訴人各情報誌の読者の関心事を明示している事項といえるか，
②控訴人各情報誌の読者にとって適切にスクール・講座情報を比較検討することが
できるかという視点に立って，上記８３１種類から１６１種類を選択し，暫定案を
作成し，さらに，約３か月間にわたり，暫定案の改良作業を行い，７１種類のアイ
コンとし，控訴人通学アイコン一覧表を完成させた。
          上記のように，控訴人各情報誌の編集担当者を中心とした控訴人従業員
の創意と工夫により，当初８３１種類あった項目から，７１種類のアイコンを選択
するに至ったものであり，その選択の創作性が非常に高いことは明らかである。
        　また，控訴人通学アイコン一覧表においては，①「スクール便利ポイン
ト」，②「特長アイコン」，③「○得情報アイコン」という３分類を用いて，各ア
イコンを分類，配列しているが，この分類，配列は，控訴人各情報誌の読者に，ス
クール・講座の比較検討ポイントを，的確に伝え，理解させる等の視点から設定さ
れた。その分類方法には，広い選択の幅があり，かつ，控訴人各情報誌の編集担当
者は，各分類項目にどのアイコンを分類するかについても試行錯誤を重ねたもので
あり，だれが行っても同様になるというものではなく，控訴人通学アイコン一覧表
における分類，配列にも，高い創作性がある。
        　したがって，控訴人通学アイコン一覧表は，編集著作物として著作権法
上の保護を受けるものというべきである。
      イ　被控訴人による著作権侵害
　　　　　被控訴人各情報誌のいずれにおいても，「ヴィー・スクール　スクール
情報の見方・読み方・使い方」に被控訴人通学アイコン一覧表が掲載されている。



          控訴人通学アイコン一覧表と被控訴人通学アイコン一覧表を比較する
と，被控訴人通学アイコン一覧表では，控訴人通学アイコン一覧表のアイコン７１
種類中，６９種類のアイコンが用いられている上，控訴人通学アイコン一覧表の
「スクール便利ポイント」，「特長アイコン」，「○得情報アイコン」に対応す
る，「おすすめチェック」，「特長アイコン」（「講座選びのポイント」），「得
トクアイコン」（「○得ポイント」）の３分類によって各アイコンを分類してい
る。被控訴人通学アイコン一覧表で付加されたアイコンは，例えば，本来は講座の
特徴を示す表示であるにもかかわらず，スクールの特徴を示す「おすすめチェッ
ク」に分類されたり，あるいは，講座情報に実際に付されることがほとんどないも
のなど，付加したことに何らの創作性も認められない。
          したがって，被控訴人が，被控訴人通学アイコン一覧表を表示した被控
訴人各情報誌各号を編集，発行する行為は，控訴人各情報誌の控訴人通学アイコン
一覧表の編集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害する。
    (1-6) 控訴人通信アイコン一覧表
　　　ア　控訴人通信アイコン一覧表の編集著作物該当性
        　控訴人は，上記(1-5)アの経緯で，控訴人通学アイコン一覧表及び控訴人
通信アイコン一覧表を作成したものであるところ，これらをわずか２か月の期間で
作成する必要があったため，平成１３年８月２５日控訴人発行「家で楽しく学ぶ
本」（甲３１，以下「甲３１ムック」という。）の「スーパーＩＮＤＥＸ」で使用
されていた２１種類の通信講座の特徴，サービスを表すマーク表示（以下「マーク
表示」という。）を基に，控訴人各情報誌の通信講座におけるセールスポイント，
特徴をアイコン化した。マーク表示の選択に当たっては，控訴人が行った通信教育
のマーケット調査，甲３１ムックの読者アンケート及び控訴人各情報誌の読者アン
ケートの各結果から，読者の関心事を広く拾い上げる作業を行い，さらに，容易に
検索可能にし，読者に誤解，誤認を生じさせない特徴を選択し，通信講座を開講す
るスクールに対する新講座開講の提案を行うという観点から，取捨選択を行い，控
訴人各情報誌平成１４年４月号（甲１２～１４）の通信アイコン一覧表を作成し
た。しかし，これら控訴人各情報誌の原稿入稿時である同年２月ころ，営業担当者
からアイコンの追加の要望があり，更に検討した結果，控訴人通信アイコン一覧表
を完成させ，控訴人各情報誌同年６月号（甲６０）より掲載したものである。
          上記のように，甲３１ムックの編集担当者及び控訴人各情報誌の編集担
当者を中心とした控訴人従業員の創意と工夫により，３６種類のアイコンを選択す
るに至ったものであり，その選択の創作性が非常に高いことは明らかである。
          また，控訴人通信アイコン一覧表においては，①「特長アイコン」，②
「○得情報アイコン」という２分類を用いて各アイコンを分類，配列しているが，
この分類，配列は，控訴人各情報誌の読者に，スクール・講座の比較検討ポイント
を，的確に伝え，理解させる等の視点から設定された。その分類方法には，広い選
択の幅があり，だれが行っても同様になるというものではなく，控訴人通信アイコ
ン一覧表における分類，配列にも，高い創作性がある。
        　したがって，控訴人通信アイコン一覧表は，編集著作物として著作権法
上の保護を受けるものというべきである。
      イ　被控訴人による著作権侵害
          被控訴人各情報誌のいずれにおいても，被控訴人通信アイコン一覧表が
掲載されている。
          被控訴人通信アイコン一覧表と控訴人通信アイコン一覧表を比較する
と，被控訴人通信アイコン一覧表では，控訴人各情報誌平成１４年４月号（甲１２
～１４）の控訴人通信アイコン一覧表（東海，首都圏及び関西版とも共通であ
る。）のアイコン３２種類すべてが用いられている上，被控訴人は，これらのアイ
コンに若干のアイコンを付加した上で，控訴人通信アイコン一覧表の「特長アイコ
ン」及び「○得情報アイコン」に対応する「通信講座情報アイコン一覧」及び「通
信講座情報トクトクアイコン一覧」の２分類によって各アイコンを分類している。
また，被控訴人通信アイコン一覧表にある「実習有り」，「卒業時資格取得」及び
「編入制度有」のアイコンは，控訴人各情報誌平成１４年４月号の控訴人通信アイ
コン一覧表には設定されていなかったが，控訴人が，控訴人各情報誌同年６月号か
ら独自に控訴人通信アイコン一覧表へ付加したものであり，被控訴人が控訴人各情
報誌同年６月号の控訴人通信アイコン一覧表に依拠したことは明らかである。
          したがって，被控訴人が，被控訴人通信アイコン一覧表を表示した被控
訴人各情報誌各号を編集，発行する行為は，控訴人各情報誌の控訴人通信アイコン



一覧表の編集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害する。
    (1-7) 製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め請求並びに雑誌，半製品，印
刷用紙型，亜鉛板，フィルム，版下など印刷用の原版の廃棄請求
      　被控訴人は，今後も，控訴人の上記編集著作権を侵害する被控訴人各情報
誌を編集，発行する蓋然性が高く，控訴人は，被控訴人に対し，①本判決別紙アイ
コン一覧表目録１記載のアイコン一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発
売及び頒布の差止め（控訴の趣旨２），②本判決別紙アイコン一覧表目録２記載の
アイコン一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め（同
３），③本判決別紙雑誌目録１（１）ないし（２４），同目録２（１）ないし（１
９）及び同目録３（１）ないし（１９）記載の雑誌及びそれらの半製品並びにこれ
に関する印刷用紙型，亜鉛板，フィルム，版下など印刷用の原版の廃棄（同４）を
求めることができる。
    (2) 被控訴人の不法行為
      ア　情報誌は，多数の広告主から出稿された大量の広告記事を整理して掲載
しただけでは足りず，広告記事の検索性及び比較検討の容易性が重要であり，この
ことが特色を生かし独自性を得るポイントとなる。控訴人各情報誌は，検索性及び
比較検討の容易性を高めるため，分野別モノクロ情報ページにおいてツメ見出しと
カプセルによる分類，スーパーインデックスにおいて２段階の分類をし，各広告記
事のレイアウト等について，長時間かつ多大な労力を掛け，控訴人に蓄積されたノ
ウハウ及び創意と工夫により作成されたものである。
      　　これに対し，被控訴人は，被控訴人各情報誌において，何の労力を掛け
ることなく，何らの工夫もないまま，以下のとおり，控訴人各情報誌の分類体系や
レイアウト等をそのまま利用し，販売地域が競合する地域において，広告料及び販
売価格を低く設定することにより，控訴人の営業活動を妨害している。
        (ｱ) 被控訴人の編集，発行する被控訴人各情報誌においては，控訴人各情
報誌の広告記事・インデックスの配列方法，アイコン一覧表，レイアウト及びＦＡ
Ｘシートを模倣している。
        (ｲ) 控訴人各情報誌は，控訴人の運営する控訴人サイトと連動し，ケイコ
とマナブに掲載されている広告記事よりもより詳細な情報を提供している。控訴人
サイトは，多数存在する講座を，資格・スキル系と趣味系に分類し，さらには，分
野，地域別，目的，沿線・最寄駅，スクール名，スクールの特長，受講料等，及び
その組み合わせにより検索が可能となるよう構成されている。
        　　一方，被控訴人も，控訴人の上記手法を模倣し，Ｗｅｂサイト「Ｖｅ
ｅＳｃｈｏｏｌ．ｃｏｍ」（以下「被控訴人サイト」という。）を運営し，被控訴
人サイトは，控訴人サイトと同様，資格・スキル系と趣味系に分類するとともに，
分野，地域別，沿線・最寄駅，スクール名，スクールの特長，受講料等，及びその
組合せにより検索が可能となるよう構成されている。
        　以上のとおり，被控訴人は，被控訴人各情報誌において，市場性の高い
先行商品である控訴人各情報誌の価値を有する部分をすべて模倣している。
      イ　上記の被控訴人の行為に照らせば，被控訴人が控訴人の顧客である広告
主及び読者を奪取するという不正競争的意図を有することは明らかである。広告主
は，スクール・講座の広告記事を被控訴人情報誌に掲載するに際して，その広告レ
イアウト・掲載情報の項目が控訴人情報誌と全く同一であるため，控訴人情報誌へ
の掲載をやめ，被控訴人情報誌への掲載に切り替えるに際して何らの労力もなく，
容易に控訴人の顧客である広告主を奪うことできる。また，控訴人情報誌の読者
も，その分類，配列体系，レイアウト，ＦＡＸ及びインターネットを用いた資料請
求の具体的方法が同一であるため，容易に被控訴人情報誌に乗り換えることができ
る。しかも，被控訴人は，被控訴人情報誌制作に費用を費やすことがないため，被
控訴人情報誌の価格を控訴人情報誌よりも安価に設定し，かつ，その発売日を控訴
人情報誌の発行日の前日に設定している。
      ウ　被控訴人の上記行為は，控訴人の時間と労力を費やしたことにより作成
された控訴人情報誌の価値を低下させるとともに，被控訴人は何らの労力をかけず
控訴人の獲得してきた媒体としての信用にただ乗りし，控訴人の顧客を奪うもので
あって，著しく不公正な手段を用いて他人の法的保護に値する営業活動上の利益を
違法に侵害するものとして，不法行為を構成するというべきである。
    (3) 損害
　　　ア　上記(1)による損害
　　　　　控訴人は，被控訴人による被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号な



いし同年１２月号（甲１～３）の編集，発行による著作権侵害のため，著作権行使
につき受けるべき使用料に相当する額の損害を被ったものであり，その額は，上記
被控訴人情報誌東海版の売上額の１０パーセントが相当である。
　　　　　被控訴人情報誌東海版の売上額は，平成１４年１０月号は４２００万円
を，同年１１月号は３９００万円を，同年１２月号は３１００万円を下らないか
ら，控訴人は，その合計額１億１２００万円に上記使用料率１０パーセントを乗じ
て得られる１１２０万円を下らない損害を被った。
　　　イ　上記(2)による損害
          控訴人は，被控訴人の上記(2)の不法行為により，１３８０万円を下らな
い損害を被った。
    　ウ　弁護士費用
        　被控訴人の上記(1)の著作権侵害及び(2)の不法行為と相当因果関係を有
する弁護士費用は５００万円を下らない。
  ２－３　控訴人の請求
    　よって，控訴人は，被控訴人に対し，①控訴人各情報誌平成１４年４月号の
控訴人通学アイコン一覧表の編集著作権に基づき，本判決別紙アイコン一覧表目録
１記載のアイコン一覧表を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差
止め（控訴の趣旨２）を，②控訴人各情報誌同年６月号の控訴人通信アイコン一覧
表の編集著作権に基づき，本判決別紙アイコン一覧表目録２記載のアイコン一覧表
を掲載した情報誌の製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め（同３）を，③控訴
人情報誌東海版同年４月号の分野別モノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）及
びスーパーインデックス（７８頁～８５頁）の編集著作権並びに上記控訴人通学ア
イコン一覧表及び控訴人通信アイコン一覧表の編集著作権に基づき，本判決別紙雑
誌目録１（１）ないし（２４），同目録２（１）ないし（１９）及び同目録３
（１）ないし（１９）記載の雑誌及びそれらの半製品並びにこれに関する印刷用紙
型，亜鉛板，フィルム，版下など印刷用の原版の廃棄（同４）を求めるとともに，
④主位的に上記各編集著作権の侵害に基づき，予備的に民法７０９条に基づき，損
害賠償として，上記(3)の損害のうち１３８０万円及びこれに対する訴状送
達の日の翌日である平成１５年１月２５日から支払済みまで民法所定の年５分の割
合による遅延損害金の支払（同５）を求める。
　３　被控訴人の主張
　３－１　訴えの変更に対する異議
    　控訴人は，当審において，著作権侵害を主張する控訴人各情報誌の著作物及
び被控訴人情報誌の著作物の一部変更を伴う訴えの追加的，交換的変更をしたが，
訴え変更に係る請求は，当初の請求と請求の基礎が同一ではなく，また，著しく訴
訟手続を遅滞させることとなるから，同訴えの変更に異議がある。
　３－２　著作権侵害及び不法行為の成否について
    (1) 各著作物の編集著作物該当性及び被控訴人による著作権侵害の成否につい
て
    (1-1) 分野別モノクロ情報ページについて
      ア　分野別モノクロ情報ページの編集著作物該当性
        (ｱ) スクール・講座情報の分類，配列方法といった編集レイアウトは，単
なるフォーマットのアイデアであって，このようなアイデアについては，意匠権等
の工業所有権により保護される余地があり得るとしても，著作権の保護の対象では
ない。また，このような編集レイアウトのアイデアは，素材であるスクール情報か
ら切り離された場合に，それ自体独立の編集著作物となり得るものでもない。裁判
例においても，広告や記事などの素材から離れたレイアウト自体が著作権によって
保護されることはないとされている。したがって，控訴人が編集著作物に該当する
と主張するスクール・講座情報の分類，配列方法は，素材であるスクール情報を離
れて編集著作物性を有するものではない。
        (ｲ) 控訴人は，事実的編集物である控訴人各情報誌においては，抽象的な
編集体系そのものが表現であり，それを構成する分類項目が素材となると主張する
が，失当である。著作権法による保護の対象となる著作物は，「思想又は感情を創
作的に表現したもの」（同法２条１項１号）と定義され，編集物に具体的に記載，
表現されていない抽象的な学ぶ内容あるいは編集体系は，素材とはなり得ない。ま
た，控訴人は，事実的編集物においては，編集体系に創作性があると主張しなが
ら，それを構成する分類項目が素材になると主張するが，編集体系が創作性を有す
る「素材の選択又は配列」（同法１２条）であると同時に創作性の有無を問わない



素材にもなるという事態は，同条の想定していないところといわざるを得ない。そ
もそも，同条は，素材について創作性を要求していないのであり，創作性のある部
分が素材であるという主張は，同条の規定に適合しない。
        　　スクール・講座情報を整理，編集して掲載した控訴人各情報誌は，そ
れ自体が編集著作物になり得るとしても，選択又は配列の対象となる素材となり得
るのは，紙面上に具体的に記載，表現されている具体的なスクール・講座情報であ
る。そもそも，読者の主たる関心事は，事実情報であるスクール・講座情報であ
り，編集体系は，これを検索しやすくするための配列の工夫にほかならないから，
スクール情報・講座情報こそが編集著作物である控訴人各情報誌及び被控訴人各情
報誌の素材に該当する。具体的に誌面に印刷されたスクール・講座情報とは全く別
に，編集体系そのものの保護を要求することは，具体的な表現を離れたアイデアの
保護を要求するものであり，アイデアと表現を区別して後者のみを保護するという
著作権法の原則に反するものである。また，事実的編集物において重視され，経済
的に価値を持つのは，掲載された事実の数と正確性であり，編集体系やフォーマッ
トの価値は，これと比べてはるかに低い。事実的編集物については，事実の収集活
動に最もコストがかかり，利用者の関心も，収集された事実の多さや正確性に集中
するため，経済的な価値は素材である事実に集中している。被控訴人は
，控訴人と同じように，自らのコストで広告主に対する営業と取材を行い，編集，
出版という活動を行った上で，被控訴人各情報誌を発行しているのであり，知的財
産権制度の枠組みを超えてまで，控訴人の独占を確保しなければならない必要性は
存在しない。むしろ，ヒット商品については，競合商品が発売されるのが自由主義
経済の原則であり，このことは社会的にも是認されてきたところである。
      イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
        　控訴人が主張するスクール・講座情報の分類，配列方法のうち，ツメ見
出しについては，スクール・講座情報を分類，配列するという目的が共通すること
から，必然的にある程度の類似が生じているものの，被控訴人各情報誌は２２分
類，控訴人各情報誌は１９分類であり分類数が異なること，分類名の大部分が異な
ること，配列方法が異なることなどが示すように，被控訴人各情報誌のスクール・
講座情報の分類，配列方法は，控訴人各情報誌を模倣したものではない。また，被
控訴人各情報誌においては，ツメ見出しのみによる１段階の分類で広告を配列し，
カテゴリー別スクール情報ページの欄においては，大分類（ツメ見出し）と小分類
（カプセル）の２段階の分類は採用していない。
        　また，編集著作物は，素材が共通でなければ著作権侵害とはならないと
ころ，控訴人各情報誌と被控訴人各情報誌では，素材である具体的なスクール・講
座情報が共通ではないので，著作権の侵害とはなり得ない。被控訴人各情報誌に掲
載された具体的なスクール・講座情報は，被控訴人が広告主からの情報に基づき被
控訴人が作成したものであって，控訴人各情報誌に依拠したものではない。同一の
広告主が控訴人各情報誌と被控訴人各情報誌の両者に同一内容の広告掲載を依頼し
た場合に，結果として内容が共通となることはあるが，そうであるからといって著
作権侵害に該当するということはできない。
    (1-2) 分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセルについて
      ア　分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセルの編集著作物該当
性について
        　控訴人各情報誌の分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセル
は，編集著作物として著作権法上の保護を受けることはできない。
      イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
      　　被控訴人各情報誌と控訴人各情報誌のツメ見出しについては，スクー
ル・講座情報を分類，配列するという目的が共通することから，必然的にある程度
の類似が生じているものの，被控訴人各情報誌におけるスクール・講座情報の分
類，配列方法は，控訴人各情報誌を模倣したものではなく，また，被控訴人各情報
誌においては，ツメ見出しのみによる１段階の分類で広告を配列し，カテゴリー別
スクール情報ページの欄においては，大分類（ツメ見出し）と小分類（カプセル）
の２段階の分類を採用していないことは，上記(1-1)イのとおりである。
    (1-3) スーパーインデックスについて
      ア　スーパーインデックスの編集著作物該当性について
　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）は，編集著作物として著作権法上の保護を受けることはでき
ない。



　　　イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
　　　　　被控訴人各情報誌のカテゴリー別インデックスは，ツメ見出しに対応す
る２２の大分類（ただし，タイトルは異なる。）と，小見出しに対応する小分類の
２段階の分類であるのに対して，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）
のスーパーインデックス（７８頁～８５頁）は，１９のツメ見出しと対応しない３
２項目の大分類とカプセルに対応する小分類の２段階の分類である。このように，
控訴人各情報誌と被控訴人各情報誌では分類項目数が異なる上，講座の分野別のイ
ンデックスの大分類をツメ見出しに一致させる被控訴人各情報誌と，ツメ見出しと
異なったより細かい分類を大分類として用いる控訴人各情報誌とでは，その編集方
針においても差異がある。また，控訴人各情報誌と被控訴人各情報誌では，大分類
の名称がいずれも異なり，さらに，小分類の分類名には，例えば，外国語名，資格
名，楽器名及び技名のように，具体的な講座内容を表す名詞を名称とし，その選択
には創作性がなく，必然的に共通とならざるを得ない分類名が多数含まれている
が，選択の幅のある分類名については，大きく異なっている。
　　　　　また，編集著作物は，素材が共通でなければ著作権侵害とはならないと
ころ，控訴人各情報誌と被控訴人各情報誌では，素材である具体的なスクール・講
座情報が共通ではなく，被控訴人各情報誌に掲載された具体的なスクール・講座情
報は，控訴人各情報誌に依拠したものではないから，著作権侵害には該当しないこ
とは，上記(1-1)イのとおりである。
    (1-4) スーパーインデックスの大分類・小分類表示について
　　　ア　スーパーインデックスの大分類・小分類表示の編集著作物該当性につい
て
　　　　　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）の大分類・小分類表示は，単なるアイデアであって，編集著
作物として著作権法上の保護を受けることはできない。
      イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
　　　　　被控訴人各情報誌のカテゴリー別インデックスにおいては，分類項目
数，編集方針及び分類の名称が，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）
のスーパーインデックス（７８頁～８５頁）とは異なっている。被控訴人各情報誌
は，独自の分類，配列方法に基づき，スクール・講座情報を分類，配列している。
    (1-5) 控訴人通学アイコン一覧表について
  　　ア　控訴人通学アイコン一覧表の編集著作物該当性について
        　各種情報誌において，アイコンは，広告に共通して記載されるべき情報
を，キーワードやロゴなどを用いて簡潔に表示したものであり，少ないスペースで
多くの情報を掲載できるようになるとともに，利用者による広告相互間の比較が容
易になるため，広く用いられている。また，アイコン一覧表は，情報誌で使用され
ているアイコンを列挙して説明を加えたものであり，書籍や地図の略語一覧表や凡
例に相当するものである。被控訴人各情報誌と控訴人各情報誌は，ともにスクー
ル・講座情報を掲載した情報誌であり，同業の広告主であれば，受講者にアピール
しようとする内容は必然的に類似し，アイコンは，複数の広告主が共通してアピー
ルするポイントとなる情報を表すものであるから，表示すべき事項の選択肢は非常
に限られる。広告主が共通して受講者に提供しようとする情報（アピールポイン
ト）は，例えば，レッスン時間，レッスンの予約制や振替制度，少人数制や担任制
などの授業スタイル，駅前，無料体験，説明会，月謝制等の料金体系などであり，
これらは，だれが選択してもほとんど差異が生じないものであり，このような必然
的な選択は，そもそも創作性がないというべきである。
      イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
        　被控訴人通学アイコン一覧表は，被控訴人各情報誌で使用されているア
イコンのうち，各スクール情報欄の「おすすめチェック！」欄で使用されているア
イコンを，「おすすめチェック！」欄に，個々のスクール・講座情報欄で使用され
ているアイコンを，内容に応じて，「講座選びのポイント」欄又は「○得ポイン
ト」欄に，それぞれ列挙して説明を加えたものであり，控訴人通学アイコン一覧表
に依拠して作成したものではない。被控訴人通学アイコン一覧表と控訴人通学アイ
コン一覧表は，どのような事項をアイコンで表示するのかというアイデア面では，
スクール・講座情報の提供という目的の共通性から，結果として，相互にある程度
類似しているが，アイコン一覧表のマークの説明の文章の具体的な表現は，大きく
違っているし，アイコン一覧表の形状や色彩，レイアウトなどの視覚的デザインな
どにおいても，具体的な表現は，明らかに異なっている。著作権は，アイデアでは



なく，具体的な表現を保護するものであるから，具体的な表現において大きく異な
っている以上，著作権侵害は成り立たない。
    (1-6) 控訴人通信アイコン一覧表について
　　　ア　控訴人通信アイコン一覧表の編集著作物該当性について
　　　　　被控訴人各情報誌の控訴人通信アイコン一覧表は，編集著作物として著
作権法上の保護を受けることはできない。
　　　イ　被控訴人による著作権侵害の成否について
        　被控訴人通信アイコン一覧表は，被控訴人各情報誌の通信講座情報欄で
使用されているアイコンを，内容に応じて，それぞれ分類，列挙して説明を加えた
ものであり，控訴人通信アイコン一覧表に依拠して作成したものではない。また，
被控訴人通信アイコン一覧表と控訴人通信アイコン一覧表は，その具体的な表現に
おいて大きく異なっており，著作権侵害は成り立たない。
    (1-7) 製作，印刷，製本，発売及び頒布の差止め請求並びに雑誌，半製品，印
刷用紙型，亜鉛板，フィルム，版下など印刷用の原版の廃棄請求について
      　被控訴人が，被控訴人各情報誌を編集，発行する行為は，控訴人の編集著
作権を侵害するものではなく，控訴人の差止め請求及び廃棄請求は，いずれも失当
である。
    (2) 被控訴人の不法行為の成否について
　　　　他人の商品を完全に模倣又は複製して販売したいわゆるデッド・コピーの
事案について，著しく不公正な手段を用いた他人の法的保護に値する営業活動上の
利益の違法な侵害として不法行為の成立する余地があり，それを認めた裁判例もあ
るが，本件はそのような事案ではない。被控訴人は，広告主に対する営業活動及び
広告主から集めた広告の編集作業を独自に行い，被控訴人各情報誌を編集，発行し
ているのであり，控訴人各情報誌をデッド・コピーしているわけではなく，両者
は，スクール・講座情報の提供という目的の共通性から，結果として，ある程度の
類似が生じているにすぎない。
    (3) 損害について
　　　　控訴人の主張のうち，被控訴人各情報誌における主な収入が広告主からの
広告料収入であることは認めるが，控訴人が被ったとする損害については，否認な
いし争う。
  ３－３　控訴人の請求について
    　以上のとおり，控訴人の請求は，当審における訴え変更に係る請求を含め，
いずれも理由がない。
第３　当裁判所の判断
　１　訴えの変更に対する異議について
    　控訴人は，当審において，著作権侵害を主張する控訴人各情報誌の著作物及
び被控訴人情報誌の著作物の一部変更を伴う訴えの追加的，交換的変更をし，被控
訴人は，これに対し異議を述べたが，訴え変更に係る請求は，当初の請求と請求の
基礎が同一と認められ，かつ，著しく訴訟手続を遅滞させることになると認めるこ
とはできない。そこで，当審における訴え変更に係る請求を含む控訴人の請求につ
いて判断することとし，まず，控訴人主張の著作権侵害及び不法行為の成否につい
て検討する。
　２　各著作物の編集著作物該当性及び被控訴人による著作権侵害の成否について
  ２－１　分野別モノクロ情報ページについて
    (1) 分野別モノクロ情報ページの編集著作物該当性について
      ア　上記第２の１の前提となる事実，証拠（甲１２～１８，２５，２６，２
９～４１）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実を認めることができる。
        (ｱ) 控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）には，モノクロで印
刷され，控訴人の広告主から出稿されたスクール・講座情報が掲載された分野別モ
ノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）があり，これらのページは，紙面の前小
口の端から約１．５センチメートル内の部分に当該ページに掲載されているスクー
ル・講座情報の内容を端的に示す文言がツメ見出しとして記載され，本文部分は，
１ページに１ないし９校の通学講座に関するスクール・講座情報が掲載され，各ス
クールごとに，①スクール名，②住所，③最寄駅，④スクールの特徴を示すアイコ
ン（「スクール便利ポイント」），⑤カプセル（講座内容を表す分類指標），⑥講
座の特徴を示すアイコン（開講時間，受講制度，レベル，講師に関する事項等，講
座・コース独自の特長及びメリットに関する「特長アイコン」と，受講料の支払方
法及び割引に関する特長，メリットに関する「○得情報アイコン」がある。），⑦



資料請求番号，⑧コース名，⑨講座開講日時・費用，⑩入学金・受講料の割引を示
すマーク，⑪コース内容，⑫スクール情報，⑬地図，⑭交通案内及びフリースペー
スから構成され，これらの情報は，「情報の見方」（７４頁）の記載に従って配置
されている。
        (ｲ) 上記分野別モノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）において，ス
クールは，ツメ見出しの分類により，「英会話」（１０６頁～１２１頁），「外国
語＆語学の仕事」（１２１頁～１２６頁），「パソコン」（１２６頁～１３９
頁），「デジタルクリエイティブ」（１４０頁～１４８頁），「エンジニア」（１
４９頁～１５２頁），「ビジネス資格＆スキル」（１５２頁～１５８頁），「建
築・インテリア・ＣＡＤ」（１５９頁～１６９頁），「フラワー」（１７０頁～１
７８頁），「マスコミ・ファッション・デザイン」（１７９頁～１８０頁），「キ
レイ」（１８１頁～１９０頁），「癒し＆健康」（１９１頁～１９７頁），「医療
＆福祉・教育」（１９８頁～２０４頁），「専門スキル」（２０５頁～２０６
頁），「フード＆料理」（２０７頁～２１２頁），「ミュージック」（２１３頁～
２１７頁），「絵画・アート・書＆クラフト」（２１８頁～２２１頁），「文化教
養」（２２１頁～２２３頁），「スポーツ＆乗り物」（２２４頁～２２８頁），
「ダンス」（２２８頁～２３４頁）の順に配列されている。
        (ｳ) 上記ツメ見出し及びカプセルは，読者による各スクール・講座情報の
検索や比較検討を容易にするため，控訴人において，上記第２の２－２(1-1)ア(ｱ)
ａ，ｂ記載の方針に従って設定したものであり，控訴人情報誌東海版平成１４年４
月号におけるカプセルの種類は８６６，ツメ見出しの種類は１９である。
      イ　上記認定の事実によれば，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１
２）の分野別モノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）は，広告主から出稿され
たスクール・講座情報を素材として，これらの素材を，読者の検索及び比較検討を
容易にするため，五十音順等の既存の基準ではなく，控訴人の独自に定めた分類，
配列方針に従って配列したものであり，その具体的配列は創作性を有するものと認
められるから，編集著作物に該当するということができる。しかしながら，上記ア
(ｱ)の配置方針自体は，スクール名，住所，最寄駅，コース名，地図などの読者が当
然に必要とする情報を誌面に割り付ける際の方針，すなわち，アイデアにすぎず，
表現それ自体ではない部分である。また，上記ア(ｲ)の分類自体も，同様にアイデア
にすぎず，表現それ自体ではない部分であると認められる上，仮に，分類項目を素
材としてとらえることができるとしても，スクール・講座情報を掲載する情報誌に
おいて，読者による検索の便宜のため，同種のスクールをまとめて分類する必要が
あることは，当然のことであり，その分類項目も，英会話，外国語，パソコン，資
格など，実用性の高いスクール・講座情報を先に，音楽，海外，ス
ポーツなど，趣味性の高いスクール・講座情報を後に，かつ，類似するものが近接
したページに掲載されるよう１９種類のツメ見出しの分類に従って配列したにすぎ
ないものであるから，その選択，配列に表現上の創作性を認めることはできない。
      　　控訴人は，上記具体的なスクール・講座情報及び具体的な編集物である
控訴人情報誌東海版平成１４年４月号を離れ，分類，配列体系の項目である「学ぶ
内容」ないし編集体系を構成する分類項目を素材とし，編集体系を表現としてとら
えるべきであると主張する。しかしながら，著作権法は，思想又は感情の創作的な
表現を保護するものであるから（同法２条１項１号参照），アイデアなど表現それ
自体でない部分は，著作権法の保護の対象ではないと解すべきところ，控訴人の主
張する具体的な編集物を離れた編集体系自体は，上記のとおり，選択，配列のアイ
デアにすぎないというべきであり，また，仮に，分類項目を素材としてとらえるこ
とができるとしても，その選択，配列に表現上の創作性を認め得ないものであるか
ら，これを著作権法の保護の対象と解することはできない。したがって，控訴人の
上記主張は，いずれにしても採用することができない。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      ア　控訴人は，被控訴人が，カテゴリー別スクール情報ページを掲載した被
控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号から同年１２月号（甲１～３）を編集，発
行した行為は，控訴人の編集著作物の複製権又は翻案権を侵害すると主張するの
で，検討する。
        　上記第２の１の前提となる事実，証拠（甲１～３）及び弁論の全趣旨に
よれば，次の事実を認めることができる。
        (ｱ) 被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１
～３）には，カラーで印刷され，被控訴人の広告主から出稿されたスクール・講座



情報が掲載されたカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の１７３頁～２６７頁，
甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）がある。これらのページ
は，例えば，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号においては，紙面の前小口
の端から約１センチメートル内の部分に当該ページに掲載されているスクール・講
座情報の内容を端的に示す文言がツメ見出しとして記載され，本文部分は，１ペー
ジに１ないし１１校の通学講座に関するスクール・講座情報が掲載され，各スクー
ルごとに，①スクール名，②住所，③最寄駅，④スクールの特徴を示すアイコン
（「おすすめチェック」），⑤カプセル，⑥講座の特徴を示すアイコン（「講座選
びのポイント」，「○得ポイント」），⑦資料請求番号，⑧コース名，⑨講座開講
日時・費用，⑩入学金・受講料の割引を示すマーク，⑪コース内容，⑫スクール情
報，⑬地図，⑭交通案内及びフリースペースから構成され，これらの情報は，「ス
クール情報はこうやって見る！」（９９頁）の記載に従って配置されて
いる。
        (ｲ) 被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号（甲１）のカテゴリー別ス
クール情報ページにおいて，スクールは，ツメ見出しに対応した分類により，「英
語，英会話をマスターしたい！」（１７４頁～１８５頁），「好きな国の外国語を
話したい！」（１８５頁～１８６頁），「パソコンを自由に操りたい！」（１８７
頁～２００頁），「デジタルクリエイターになりたい！」（２０１頁～２０６
頁），「プログラマーを目指したい！」（２０７頁～２０８頁），「スキル＆資格
でキャリアアップしたい！」（２０８頁～２１４頁），「建築＆インテリアの仕事
がしたい！」（２１５頁～２２０頁），「マスコミ＆ファッションの世界に飛び込
みたい！」（２２１頁～２２３頁），「医療＆福祉の現場で役に立ちたい！」（２
２３頁～２２７頁），「将来専門分野で働きたい！」（２２７頁），「ブライダル
で幸せのお手伝いがしたい！」（２２８頁～２２９頁），「ビューティーセンスを
磨きたい！」（２２９頁～２３３頁），「リラックス＆ヒーリングで癒しにはまり
たい！」（２３４頁～２４３頁），「毎日お花に囲まれていたい！」（２４３頁～
２４７頁），「料理上手だねって言われたい！」（２４７頁～２５０頁）
，「日本の文化をたしなみたい！」（２５０頁～２５２頁），「もの創りってやっ
ぱり面白い！」（２５２頁～２５５頁），「音楽を楽しみたい！」（２５５頁～２
６０頁），「スポーツでいい汗かきたい！」（２６０頁～２６３頁），「ダンス！
ダンス！ダンス！したい！」（２６３頁～２６６頁），「自分の絵＆書を飾ってみ
たい！」（２６７頁），「その他いろいろなことやってみたい！」（２６７頁）の
順に配列されている。
        (ｳ) 被控訴人情報誌東海版平成１４年１１月号及び同年１２月号（甲２，
３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２
５頁～１９９頁）においても，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号（甲１）
と同様の分類，配列によって，スクールごとにスクール・講座情報が掲載され，被
控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号のツメ見出しの種類は
２２である。
      イ　上記認定の事実によれば，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号な
いし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の１７３
頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）は，被控
訴人の広告主から出稿されたスクール・講座情報を素材として，これらの素材を，
上記ア(ｲ)，(ｳ)の配置方針及び分類により掲載したものであるところ，その配置方
針及び分類は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分野別モノクロ
情報ページ（１０６頁～２３４頁）の配置方針及び分類と類似しているものの，こ
れらの点は，いずれも上記控訴人情報誌の表現それ自体でない部分又は表現上の創
作性が認められない部分である。
      　　そこで，進んで，スクール情報・講座情報の具体的配列について見るこ
ととし，控訴人情報誌及び被控訴人情報誌とも，スクール・講座情報は，スクール
ごとに掲載されているから，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノク
ロ情報ページにおけるスクールの配列と被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号
ないし同年１２月号におけるスクールの具体的配列を対比する。
        (ｱ) 控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）において，スクール
は，例えば，「英会話」（１０６頁～１２１頁）の分類中では，「ＣＲＯＳＳＲＯ
ＡＤＳ」（１０６頁上段），「ＮＯＶＡ」（同頁中，下段），「ＥＣＣ」（１０７
頁）・・・「ＹＨＧ英語セミナー」（１２１頁上段中）の順に，「パソコン」（１
２６頁～１３９頁）の分類中では，「きりゅうパソコン教室」（１２６頁下段



左），「日本パソコン学院アビバ」（１２７頁），「Ｗｉｎパソコン塾」（１２８
頁上段），「ＮＥＣパソコンファミリースクウェア名駅校／新岐阜校」（同頁中，
下段）・・・「おさや総合スクール」（１３９頁上段右），「パソコンカレッジガ
リレオ」（同段左），「中部大栄教育システム」（同頁中，下段）の順に配列され
ている。
        (ｲ) これに対し，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号（甲１）にお
いて，スクールは，上記「英会話」に対応する「英語，英会話をマスターした
い！」（１７４頁～１８５頁）の分類中では，「ルクス」（１７４頁上段左），
「ＮＯＶＡ」（同頁中，下段），「ＫＴＣ英会話名古屋校」（１７５頁）・・・
「ＲＥＤＷＯＯＤＳ　ＡＣＡＤＥＭＹ」（１８５頁上段右）の順に，上記「パソコ
ン」に対応する「パソコンを自由に操りたい！」（１８７頁～２００頁）の分類中
では，「ももたろうパソコン教室矢場校」（１８７頁上段左），「ももたろうパソ
コン教室昭和橋校」（同頁中段右），「ももたろうパソコン教室春日井校」（同段
左），「中部コンピュータ学院本校」（同頁下段）・・・「アルファ・インストラ
クタ・アカデミー」（２００頁）の順に配列され，その配列が上記(ｱ)の配列と同一
性又は類似性があると認めることはできず，他の分類に係る配列についても，両者
の配列に同一性又は類似性があると認めることはできない。そして，このことは，
被控訴人情報誌東海版同年１１月号及び同１２月号（甲２，３）について見ても同
様である。
      ウ　以上対比したところによれば，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号
（甲１２）の分野別モノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）と被控訴人情報誌
東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクー
ル情報ページ（甲１の１７３頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１
２５頁～１９９頁）は，配置方針及び分類は類似しているものの，その具体的配列
は，同一性又は類似性があると認めることはできず，上記類似性を有する部分は，
表現それ自体でない部分又は表現上の創作性が認められない部分であって，上記各
カテゴリー別スクール情報ページから上記分野別モノクロ情報ページの表現上の本
質的な特徴を直接感得することはできないから，上記各カテゴリー別スクール情報
ページは，上記分野別モノクロ情報ページを複製ないし翻案したものということは
できない。
        　また，控訴人は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノク
ロ情報ページにおける素材が，特定のスクール講座の広告記事であるとしても，そ
こに掲載される広告の広告主と，被控訴人情報誌東海版各号のカテゴリー別スクー
ル情報ページに掲載される広告の広告主は，多くが一致していること，被控訴人
が，被控訴人情報誌東海版の対象とする地域を，控訴人情報誌東海版と同一の東海
地方に設定し，控訴人情報誌東海版に掲載されている広告主を見て，その広告主を
対象に営業を行っていることは明らかであることなどを挙げて，素材であるスクー
ル・講座情報に関する依拠性も明らかであると主張する。しかしながら，被控訴人
が控訴人情報誌東海版に掲載されている広告主を対象に営業を行ったとしても，そ
のこと自体は，何ら違法ということはできず，また，広告主の多くが一致していた
としても，当該広告主から控訴人に出稿されたスクール・講座情報と被控訴人に出
稿されたスクール・講座情報は，別のものであるから，控訴人主張の上記事実をも
って，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号のカテゴリー
別スクール情報ページが控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別
モノクロ情報ページに依拠しているということはできない。
      エ　以上検討したところによれば，被控訴人が，カテゴリー別スクール情報
ページを掲載した被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号から同年１２月号を編
集，発行した行為は，控訴人の編集著作物の複製権又は翻案権を侵害するというこ
とはできない。
  ２－２　分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセルについて
    (1) 分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し・カプセルの編集著作物該当性
について
      　控訴人は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）の分類，配列
体系は，分野別モノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）中のツメ見出し，カプ
セルとしてそれぞれ表現され，全体として編集著作物に該当するというべきであ
り，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ情報ページ中のツメ見
出し・カプセルは，編集著作物として著作権法上の保護を受けるものというべきで
あると主張する。控訴人情報誌東海版平成１４年４月号の分野別モノクロ情報ペー



ジにおいて，スクールは，ツメ見出しの分類により，上記２－１(1)ア(ｲ)の順に配
列されているところ，ツメ見出し及びカプセルは，読者による各スクール・講座情
報の検索や比較検討を容易にするため，控訴人において，上記第２の２－２(1-1)ア
(ｱ)ａ，ｂ記載の方針に従って設定したものであり，そのカプセルの種類は８６６，
ツメ見出しの種類は１９であることは，上記第３の２－１(1)ア(ｳ)のとおりであ
る。
      　しかしながら，具体的な編集物を離れた編集体系自体は，選択，配列のア
イデアというべきであって，著作権法の保護の対象と解することはできないことは
上記２－１(1)イのとおりであり，分野別モノクロ情報ページ中のツメ見出し，カプ
セルも選択，配列のアイデアにすぎないというべきである。したがって，控訴人の
上記主張は，採用することができない。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      　以上のとおり，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）分野別モ
ノクロ情報ページ（１０６頁～２３４頁）中のツメ見出し・カプセルは，編集著作
物ということはできないから，被控訴人が，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０
月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別スクール情報ページ（甲１の
１７３頁～２６７頁，甲２の１３３頁～２２４頁，甲３の１２５頁～１９９頁）に
おいて，小分類・大分類を表示した被控訴人各情報誌各号を編集，発行した行為
は，控訴人各情報誌のツメ見出し・カプセルの編集著作物の複製権又は翻案権を侵
害するということはできない。
  ２－３　スーパーインデックスについて
    (1) スーパーインデックスの編集著作物該当性について
      　控訴人は，素材である分類項目を分類，配列する一連の行為に創作性を認
めることができるから，大分類・小分類による分類，配列体系は，全体として編集
著作物に該当するというべきであり，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１
２）のスーパーインデックス（７８頁～８５頁）は，編集著作物として著作権法上
の保護を受けるものというべきであると主張するので検討する。
      ア　上記第２の１の前提となる事実，証拠（甲１２，２５）及び弁論の全趣
旨によれば，次の事実を認めることができる。
        　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）には，控訴人の広告主
から出稿されたスクール・講座情報を，大分類と小分類から成る２段階の分類を行
った上，スクール名を配列し，当該スクールに係るスクール・講座情報の掲載ペー
ジ数とともに，資料請求のための「共通はがき」の利用の可否，控訴人サイトでの
情報検索の可否，通学と通信教育の別，割引の有無を知ることができるようにした
スーパーインデックス（７８頁～８５頁）がある。スーパーインデックスにおいて
は，読者が常設ツメ及び特集ツメに収録されている講座情報を比較検討し，かつ，
容易にその掲載ページを検索できるようにするため，スクール・講座情報を，上記
第２の２－２(1-3)ア(ｱ)～(ｴ)記載の観点から，分類，配列したものであり，スーパ
ーインデックスにおける大分類は，ツメ見出しと共通するものもあるが，ツメ見出
しより細分化された項目となっており，小分類は，カプセルに対応するものとなっ
ている。
      イ　上記認定の事実によれば，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１
２）のスーパーインデックス（７８頁～８５頁）は，広告主から出稿されたスクー
ル情報・講座情報を素材として，これらの素材を，読者の検索及び比較検討を容易
にするため，五十音順等の既存の基準ではなく，控訴人の独自に定めた分類，配列
方針に従って配列したものであり，その具体的配列に創作性を有するものと認める
ことができ，編集著作物に該当するということができる。しかしながら，上記分類
自体は，アイデアにすぎず，表現それ自体ではない部分であると認められる上，ま
た，仮に，分類項目を素材としてとらえることができるとしても，その選択，配列
に表現上の創作性を認めることができないことは，上記２－１(1)イのとおりであ
る。
      ウ　控訴人は，上記具体的なスクール・講座情報及び具体的な編集物である
控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）を離れ，大分類・小分類による分
類，配列体系が全体として編集著作物に該当するというべきであると主張する。し
かしながら，控訴人の主張する具体的な編集物を離れた編集体系自体は，選択，配
列のアイデアにすぎないというべきであり，また，仮に，分類項目を素材としてと
らえることができるとしても，その選択，配列に表現上の創作性を認め得ないもの
であるから，これを著作権法の保護の対象と解することはできない。したがって，



控訴人の上記主張は，採用することができない。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      ア　控訴人は，被控訴人が，カテゴリー別スクール情報ページを掲載した被
控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号から同年１２月号（甲１～３）を編集，発
行した行為は，控訴人の編集著作物の複製権又は翻案権を侵害すると主張するの
で，検討する。
        (ｱ) 被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１
～３）には，カラーで印刷され，被控訴人の広告主から出稿されたスクール・講座
情報を，大分類と小分類から成る２段階の分類を行った上，スクール名を配列し，
当該スクールに係るスクール・講座情報の掲載ページ数とともに，資料請求のため
の「共通または専用はがき」の利用の可否，通学と通信教育の別，資格取得向けの
講座であるか否か，割引の有無を知ることができるようにしたカテゴリー別インデ
ックス（甲１の１００頁～１０７頁，甲２の８４頁～８９頁，甲６９の３の８２頁
～８６頁）がある。
        (ｲ) そこで，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデック
ス（７８頁～８５頁）におけるスクールの配列と被控訴人情報誌東海版平成１４年
１０月号ないし同年１２月号におけるスクールの具体的配列を対比する。
          　控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）スーパーインデック
スにおいて，スクールは，例えば，大分類「英会話・英語」中の小分類「英会話」
（７８頁右欄）の中では，「ＮＥＷ　ＬＥＡＦ　ＡＣＡＤＥＭＹ」，「カイズ外語
学院」，「ＮＯ　ＢＯＲＤＥＲＳ　イングリッシュスクール」，「ルクス」・・・
「ＡＬＣ」の順に，大分類「パソコン」中の小分類「パソコン」（７９頁右欄）の
中では，「きりゅうパソコン教室」，「マルチメディアスクールＷＡＶＥ」，「ド
ゥックパソコン塾」，「アルファ・マンツーマン・アカデミー」の順に配列されて
いる。
        　　これに対し，被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号（甲１）のカ
テゴリー別インデックス（１００頁～１０７頁）において，スクールは，上記小分
類「英会話」に対応する「英会話」（１００頁右欄，中欄）の中では，「アートブ
レイン　アカデミー　イングリッシュスクール」，「愛知大学エクステンションセ
ンター」，「ＵＰ　ＴＯ　ＹＯＵ」，「イーオン」・・・「ＲＥＤＷＯＯＤＳ　Ａ
ＣＡＤＥＭＹ今池北」の順に，上記小分類「パソコン」に対応する「パソコン」
（１０１頁右欄，中欄）の中では，「アドバンス　パソコンスクール」，「牛若丸
パソコンスクール」，「ＡＩＤ　パソコンスクール」，「ＮＥＣパソコンファミリ
ースクウェア新岐阜校」・・・「わかるとできる豊明校（本間塾）」の順に配列さ
れ，その配列が上記スーパーインデックスの配列と同一性又は類似性があると認め
ることはできず，他の分類に係る配列についても，両者の配列に同一性又は類似性
があると認めることはできない。そして，このことは，被控訴人情報誌東海版同年
１１月号及び同１２月号（甲２，３）について見ても同様である。
      イ　以上対比したところによれば，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号
（甲１２）のスーパーインデックス（７８頁～８５頁）と被控訴人情報誌東海版平
成１４年１０月号ないし同年１２月号（甲１～３）のカテゴリー別インデックス
（甲１の１００頁～１０７頁，甲２の８４頁～８９頁，甲６９の３の８２頁～８６
頁）の具体的配列は，同一性又は類似性があると認めることはできず，上記各カテ
ゴリー別インデックスから上記スーパーインデックスの表現上の本質的な特徴を直
接感得することはできないから，上記各カテゴリー別インデックスは，上記スーパ
ーインデックスを複製ないし翻案したものとはいえない。
      ウ　以上検討したところによれば，被控訴人が，カテゴリー別インデックス
を掲載した被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号から同年１２月号（甲１～
３）を編集，発行した行為は，控訴人の編集著作物の複製権又は翻案権を侵害する
ということはできない。
  ２－４　スーパーインデックスの大分類・小分類表示について
    (1) スーパーインデックスの大分類・小分類表示の編集著作物該当性について
      　控訴人は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号（甲１２）のスーパーイ
ンデックス（７８頁～８５頁）の大分類・小分類表示は，当該分類，配列体系を構
築する行為に創作性を認めることができるから，スーパーインデックスの大分類・
小分類表示は，編集著作物として著作権法上の保護を受けるものというべきである
と主張する。控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの大分
類・小分類表示は，読者が常設ツメ及び特集ツメに収録されている講座情報を比較



検討し，かつ，容易にその掲載ページを検索できるようにするため，スクール・講
座情報を，上記第２の２－２(1-3)ア(ｱ)～(ｴ)記載の観点から，分類，配列したもの
であり，スーパーインデックスにおける大分類は，ツメ見出しと共通するものもあ
るが，ツメ見出しより細分化された項目となっており，小分類は，カプセルに対応
するものとなっていることは，上記第３の２－３(1)アのとおりである。
      　しかしながら，具体的な編集物を離れた編集体系自体は，選択，配列のア
イデアというべきであって，著作権法の保護の対象と解することはできないことは
上記２－１(1)イのとおりであり，スーパーインデックスの大分類・小分類表示も選
択，配列のアイデアにすぎないというべきである。したがって，控訴人の上記主張
は，採用することができない。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      　以上のとおり，スーパーインデックスの大分類・小分類表示は，編集著作
物ということはできないから，被控訴人が，カテゴリー別インデックスを表示した
被控訴人情報誌東海版平成１４年１０月号ないし同年１２月号を編集，発行した行
為は，控訴人情報誌東海版平成１４年４月号のスーパーインデックスの大分類・小
分類表示の編集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害するということ
はできない。
  ２－５　控訴人通学アイコン一覧表について
    (1) 控訴人通学アイコン一覧表の編集著作物該当性について
      ア　上記第２の１の前提となる事実，証拠（甲１２～１４，２６，４０，５
３，７３）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実を認めることができる。
        (ｱ) 控訴人各情報誌平成１４年４月号（甲１２～１４）には，控訴人通学
アイコン一覧表（甲１２〔上記東海版〕の７５頁，甲１３〔同首都圏版〕の１９５
頁，甲１４〔同関西版〕の１２２頁）が掲載されている。控訴人通学アイコン一覧
表おいては，スクール・講座情報について，読者がスクール及び講座を選択する際
に関心事となる特徴点を示した合計７１種類のアイコンを，①「そのスクールが持
っている立地条件，設備のほか，受講生が受けられるサービスなど」（同一覧表上
段「スクール便利ポイント」の説明）に関する「スクール便利ポイント」（２３種
類），②「講座・コース独自の特長・メリット・・・開講時間，受講制度，レベ
ル，講師など」（同中段「特長アイコン」の説明）に関する「特長アイコン」，③
「講座・コースの受講料の支払い方法や，割引に関する特長・メリット」（同下段
「○得情報アイコン」の説明）に関する「○得情報アイコン」の三つに分類し，配
列している。
        (ｲ) 上記①「スクール便利ポイント」には，「『駅前』駅出口から，周囲
徒歩３分以内（目安）のスクールです」（注，アイコン名を『』内に記載し，続け
て，その説明文を記載した。以下同じ。），「『シャワー完備』シャワー設備のあ
るスポーツクラブなどに，このマークがついています」，「『駐車場有り』駐車場
があり，車で通学ができるスクールです」などが，②「特長アイコン」には，
「『予約制』レッスンの予定を自由に予約できる制度があります」，「『土日Ｏ
Ｋ』土日も開講しているレッスン・コースです」，「『初心者対象』まったくの初
心者を対象としたコース・レッスンです」などが，③「○得情報アイコン」には，
「『給付制度対象』厚生労働省教育訓練給付制度の対象講座です」，「『分割分
納』受講料を分けて支払います。手数料や金利が発生する可能性があるので，必ず
スクールにお問い合わせください」などがある。
      イ　控訴人は，控訴人通学アイコン一覧表は，上記①「スクール便利ポイン
ト」，②「特長アイコン」及び③「○得情報アイコン」の３分類を用いた分類，配
列が，控訴人各情報誌の読者に，スクール・講座の比較検討ポイントを，的確に伝
え，理解させる等の視点から設定されたもので，分類方法に広い選択の幅があり，
だれが行っても同様になるというものではなく，高い創作性があり，編集著作物と
して著作権法上の保護を受けるものというべきであると主張するので，検討する。
      　　各種情報誌において，アイコンは，誌面に記載された情報を，キーワー
ドやロゴなどを用いて簡潔に表示したものであり，少ないスペースに多くの情報を
掲載し，読者による情報相互間の比較が容易にできるよう，一般的に広く用いら
れ，その場合，読者にアイコンの意味が理解できるよう，使用されるアイコンを整
理し，これに簡潔な説明を付したアイコン一覧表を作成して掲載することは，当裁
判所に顕著である。そして，控訴人情報誌及び被控訴人情報誌のように，広告主か
ら出稿されたスクール・講座情報を掲載した情報誌において，「そのスクールが持
っている立地条件，設備のほか，受講生が受けられるサービスなど」（控訴人通学



アイコン一覧表上段「スクール便利ポイント」の説明），「講座・コース独自の特
長・メリット・・・開講時間，受講制度，レベル，講師など」（同中段「特長アイ
コン」の説明）及び「講座・コースの受講料の支払い方法や，割引に関する特長・
メリット」（同下段「○得情報アイコン」の説明）は，読者が当然に関心を持つ点
であり，その内容である，①「スクール便利ポイント」の「駅前」，「シャワー完
備」，「駐車場有り」など，②「特長アイコン」の「予約制」，「土日
ＯＫ」，「初心者対象」など，③「○得情報アイコン」の「給付制度対象」，「分
割分納」などは，いずれも上記関心を持つ点に係る必要な情報であると認められる
から，これら各情報に係るアイコン７１種類を選択したことに，創作性があるとは
認められない。また，これら各情報を，①「そのスクールが持っている立地条件，
設備のほか，受講生が受けられるサービスなど」（同一覧表上段「スクール便利ポ
イント」の説明）に関する「スクール便利ポイント」（２３種類），②「講座・コ
ース独自の特長・メリット・・・開講時間，受講制度，レベル，講師など」（同中
段「特長アイコン」の説明）に関する「特長アイコン」及び③「講座・コースの受
講料の支払い方法や，割引に関する特長・メリット」（同下段「○得情報アイコ
ン」の説明）に関する「○得情報アイコン」の三つに分類した点も，スクール・講
座情報のうち，①には主としてスクール情報に関するアイコンを，②には主として
講座情報に関するアイコンを，③には支払情報に関するアイコンを分類したにすぎ
ないと認められ，その分類，配列に創作性があるということはできない。
      ウ　したがって，控訴人通学アイコン一覧表は，アイコンの選択，配列に創
作性があるということはできないから，編集著作物に該当するということはできな
い。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      　以上のとおり，控訴人通学アイコン一覧表は，編集著作物ということはで
きないから，被控訴人が，被控訴人通学アイコン一覧表を表示した被控訴人各情報
誌各号を編集，発行する行為は，控訴人各情報誌の控訴人通学アイコン一覧表の編
集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害するということはできない。
  ２－６　控訴人通信アイコン一覧表について
    (1) 控訴人通信アイコン一覧表の編集著作物該当性について
      ア　上記第２の１の前提となる事実，証拠（甲２９，３０，３１，５３，６
０）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実を認めることができる。
        (ｱ) 控訴人情報誌首都圏版及び同関西版の平成１４年６月号には，控訴人
通信アイコン一覧表（甲６０〔上記関西版〕の２６１頁）が掲載されている。控訴
人通信アイコン一覧表おいては，スクール・講座情報について，読者がスクール及
び講座を選択する際に関心事となる特徴点を示した合計３６種類のアイコンを，①
「講座・コース独自の特長・メリット・・・受講に関する制度やフォローシステム
など」（同一覧表上段「特長アイコン」の説明）に関する「特長アイコン」，②
「講座の受講料の支払い方法や割引に関する特長・メリット」（同下段「○得情報
アイコン」の説明）に関する「○得情報アイコン」の二つに分類し，配列してい
る。
        (ｲ) 上記①「特長アイコン」には，「『スクーリング』必須または任意
で，実際にスクールに行って直接授業を受ける制度です」，「『無料体験』入会前
に，授業を無料で体験できます」，「『卒業時資格取得』大学通信教育のコース卒
業時に資格が取得できます。取得可能資格については，各大学に必ずご確認下さ
い」などが，②「○得情報アイコン」には，「『給付制度対象』厚生労働省教育訓
練給付制度の対象講座です」，「『分割』受講料を分けて支払います。手数料や金
利がかかります。詳細は各スクールに必ずご確認下さい」，「『分納』受講料を分
けて支払います。手数料や金利はかかりません。詳細は各スクールに必ずご確認下
さい」などがある。
      イ　控訴人は，控訴人通信アイコン一覧表は，上記①「特長アイコン」及び
②「○得情報アイコン」の２分類を用いた分類，配列が，控訴人各情報誌の読者
に，スクール・講座の比較検討ポイントを，的確に伝え，理解させる等の視点から
設定されたもので，分類方法に広い選択の幅があり，だれが行っても同様になると
いうものではなく，高い創作性があり，編集著作物として著作権法上の保護を受け
るものというべきであると主張するので，検討する。
      　　各種情報誌において，アイコン及びアイコン一覧表を掲載していること
は，上記のとおりであるところ，控訴人情報誌及び被控訴人情報誌のように，広告
主から出稿されたスクール・講座情報を掲載した情報誌において，「講座・コース



独自の特長・メリット・・・受講に関する制度やフォローシステムなど」（控訴人
通信アイコン一覧表上段「特長アイコン」の説明）及び「講座の受講料の支払い方
法や割引に関する特長・メリット」（同下段「○得情報アイコン」の説明）は，読
者が当然に関心を持つ点であり，その内容である，①「特長アイコン」の「スクー
リング」，「無料体験」，「卒業時資格取得」など，②「○得情報アイコン」の
「給付制度対象」，「分割」，「分納」などは，いずれも上記関心を持つ点に係る
必要な情報であると認められるから，これら各情報に係るアイコン３６種類を選択
したことに，創作性があるとは認められない。また，これら各情報を，①「講座・
コース独自の特長・メリット・・・受講に関する制度やフォローシステムなど」
（同一覧表上段「特長アイコン」の説明）に関する「特長アイコン」及び②「講座
の受講料の支払い方法や割引に関する特長・メリット」（同下段「○得情
報アイコン」の説明）に関する「○得情報アイコン」の二つに分類した点も，スク
ール・講座情報のうち，①には主としてスクール・講座情報に関するアイコンを，
②には支払情報に関するアイコンを分類したにすぎないと認められ，その分類，配
列に創作性があるということはできない。
      ウ　したがって，控訴人通信アイコン一覧表は，アイコンの選択，配列に創
作性があるということはできないから，編集著作物に該当するということはできな
い。
    (2) 被控訴人による著作権侵害の成否について
      　以上のとおり，控訴人通信アイコン一覧表は，編集著作物ということはで
きないから，被控訴人が，被控訴人通信アイコン一覧表を表示した被控訴人各情報
誌各号を編集，発行する行為は，控訴人各情報誌の控訴人通信アイコン一覧表の編
集著作物についての控訴人の複製権又は翻案権を侵害するということはできない。
  ２－７　以上検討したところによれば，控訴人の著作権に基づく各請求は，その
余の点について判断するまでもなく，いずれも理由がない。
  ３　被控訴人の不法行為の成否について
    　控訴人は，被控訴人は，被控訴人各情報誌において，控訴人各情報誌の広告
記事・インデックスの配列方法，アイコン一覧表，レイアウト及びＦＡＸシートを
模倣し，また，控訴人の運営する控訴人サイトの手法を模倣し，被控訴人サイトを
運営して，被控訴人各情報誌を発行する行為は，控訴人の獲得してきた媒体として
の信用にただ乗りし，控訴人の顧客を奪取するという不正競争的意図を有するもの
であって，著しく不公正な手段を用いて他人の法的保護に値する営業活動上の利益
を違法に侵害するものとして，不法行為を構成すると主張する。
    　しかしながら，控訴人各情報誌の配列方法，アイコン一覧表，レイアウト及
びＦＡＸシート並びに控訴人の運営する控訴人サイトの手法は，著作権法上の保護
を受けるものではなく，控訴人がその独占的使用を主張し得る筋合いのものではな
いから，被控訴人においてこれらのノウハウを使用する行為は，それがデッド・コ
ピーに当たるなど自由競争の範囲を逸脱したものと認められる特段の事情がある場
合を除き，何ら違法性を帯びるものではないところ，被控訴人各情報誌及び被控訴
人サイトは，控訴人各情報誌及び控訴人サイトをデッド・コピーしたものであると
認めることができないことは，以上の判示に照らして明らかであり，他に，上記の
特段の事情の存在をうかがわせるに足りる証拠はない。
    　したがって，被控訴人に控訴人主張のような不法行為に該当する行為を認め
ることはできないから，控訴人の不法行為に基づく請求も，その余の点について判
断するまでもなく，理由がない。
  ４　結論
　　　以上によれば，控訴人の原審における請求（当審において審理の対象となっ
ていない上記訴えの取下げ及び請求の減縮に係る部分並びに訴えの交換的変更に係
る変更前の部分を除く。）をいずれも棄却した原判決は相当であって，本件控訴は
理由がなく，また，控訴人の上記訴え変更に係る請求も理由がない。
　　　よって，控訴人の本件控訴及び当審における請求をいずれも棄却することと
し，主文のとおり判決する。

　　　　　東京高等裁判所知的財産第２部

　　　　　　　　　裁判長裁判官    　篠　　原　　勝　　美

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　岡　　本　　　　　岳
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